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マイジョブ・カードを中⼼とした
教育訓練データの利活⽤

職業能⼒開発におけるICT活⽤ DXの視点 第3報

職業能⼒形成をめざす⼀⼈ひとりの努⼒が報われる環境の構築をめざして

職業能⼒開発総合⼤学校
能⼒開発院・能⼒開発応⽤系
職業能⼒開発指導法ユニット

新井吾朗 araigoro@uitec.ac.jp
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マイジョブ･カード webサイト公開 20221026

2

1

2

P.1



2023/5/13

2©2023 G.Arai

©2023 G.Arai
3

©2023 G.Arai
4

3

4

P.2



2023/5/13

3©2023 G.Arai

©2023 G.Arai

マイジョブ･カードの特徴

5

旧・ジョブカード作成
⽀援

・オンライン上での
ジョブカード作成

・ユーザーによる
ファイル保管

マイジョブ・カード

・オンライン上でのジョブカード作成

・サーバー上での保管
・マイナポータルとの連携
・jobtag(職業情報提供サイト)との連携

職業希望・職歴インポート
・ハローワークシステム(求職情報)との連携

相互データ連係
・⺠間就職サイトとの連携

api による情報提供

厚⽣労働省HP ウェブサイト「マイジョブ・カード」を本⽇公開しました
別添資料2マイジョブ・カードの構築について を加⼯
https://www.mhlw.go.jp/content/11805001/001002530.pdf

©2023 G.Arai

教育データ利活⽤ロードマップ （令和4年1⽉7⽇ デジタル庁、総務省、⽂部科学省、経済産業省）

誰もがいつでもどこからでも 誰とでも ⾃分らしく学べる社会

6

5

6

P.3



2023/5/13

4©2023 G.Arai

©2023 G.Arai

教育データ利活⽤ロードマップ
環境整備の3フェーズ
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©2023 G.Arai

教育DXの焦点【5】「教育データ利活⽤ロードマップ」
はなぜ炎上したのか

8

教育とICT Online webサイト教育DXの焦点【5】 「教育データ利活⽤ロードマップ」はなぜ炎上したのか
https://project.nikkeibp.co.jp/pc/atcl/19/06/21/00003/052700362/ 20230510確認
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就業経験のある⼈向け

転職
処遇向上
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労働市場変化に伴う
職業能⼒形成の変化

11

企業主導
⻑期雇⽤
企業内

職業能⼒形成

個⼈主導
処遇の向上を求める

（企業内外）
企業内・教育訓練機関

職業能⼒形成

©2023 G.Arai

求⼈･求職のマッチング
求⼈情報求職者 ⾃⼰検索

求⼈情報求職情報

12

無⾃覚公開
歴情報 求⼈企業マッチング

サービス

⾃⼰検索
マッチング
サービス

12

公開
歴情報 求⼈企業⾃⼰検索

新卒
離転職
転職

労働市場
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©2023 G.Arai

マイジョブ･カードのポテンシャル
労働者・企業

求⼈情報求職者 ⾃⼰検索

求⼈情報求職情報

13

無⾃覚公開
歴情報 求⼈企業マッチング

サービス

⾃⼰検索
マッチング
サービス

13

公開
歴情報 求⼈企業⾃⼰検索

新卒
離転職
転職

労働市場

⾯接時の
履歴書

マイジョブ･カードの
ポテンシャル

潜在転職希望層の⾃覚的歴公開

©2023 G.Arai

マイジョブ･カードのポテンシャル
職業能⼒開発

求⼈情報求職者 ⾃⼰検索

求⼈情報求職情報

14

無⾃覚公開
歴情報 求⼈企業マッチング

サービス

⾃⼰検索
マッチング
サービス

14

公開
歴情報 求⼈企業⾃⼰検索

新卒
離転職
転職

労働市場

検索歴

＝

訓練ニーズ
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マイジョブ･カードの課題
• 使いやすさの課題

マイナカード他との連携OK
連携API利⽤可 有料職業紹介事業者のみ

要教育訓練機関
連携⽅向 マイジョブ・カード→事業者のみ

要教育訓練機関→マイジョブ･カード
• 歴と職務マッチングの課題

教育訓練機関/企業間の学習内容/職務表現の不統⼀
歴と習得している能⼒レベルの表現の不統⼀
職業紹介事業者によるマッチング

→オープン市場の構築(公開プロフィール
・企業オファー）

⼈⼿マッチング、AIマッチング、コードマッチング
15

©2023 G.Arai

職歴・学歴・講習修了
・⺠間/公的資格

教育訓練 企業・職場

学習者

処遇の向上に必要な
合意された職業能⼒

コード化マッチング AIマッチング

15

16
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「昭和 33 年職業訓練法の成立」の紹介 

＜資料紹介＞ 

 

「昭和 33 年職業訓練法の成立過程」の紹介 

― 職業訓練大学校調査研究部調査研究資料 No.2 より ― 

職業能力開発総合大学校 企画調整部 砂田 栄光 

 

Introduction to the process of enactment of the Vocational Training Law of 1958 

 ―From Research Material No. 2, Survey Research Department, Institute of Vocational Training― 

Sakae SUNADA 

 

昭和 47 年度の職業訓練大学校調査研究部の調査研究資料 No.2 として「昭和 33 年職業

訓練法の成立過程」が公刊されている。これは、宗像元介調査研究部長の序文にあるよ

うに職業訓練大学校 7期生の山見豊氏の卒業研究論文である。今年度、企画調査部で田中萬年氏

の編集による「戦後職業訓練関係資料集」（Ⅳ）（昭和 20 年～33 年）の発刊が予定されている。

これは「職業訓練関係資料集」（Ⅰ）（大正 6年～昭和 12 年）、（Ⅱ）（昭和 13 年～昭和 16 年）の

続編である。調査研究資料集（Ⅳ）を読み解くための基礎知識となると思料されるので、調査研

究資料集 No.2 の「昭和 33 年職業訓練法の成立過程」を紹介する。 

I はじめに 

令和 5 年度の調査・研究・開発テーマとして「職業

訓練関係資料集」（Ⅳ）（昭和 20 年～昭和 33 年）の校

閲・発刊が企画された。基盤整備センター等で検討さ

れた結果、調査研究資料の続編として発刊が予定され

ている。 

遡ること 50 年前に、調査研究資料の No.2 として

「昭和 33 年職業訓練法の成立過程」が公刊されてい

る。これは、当時の調査研究部長の宗像元介氏が調査

研究部で木村研究員の指導を受けて作成した山見豊氏

の卒業論文である。その後、訓練制度研究室の佐々木

輝雄氏と訓練教科方法研究室の田中萬年氏によって編

集された「職業訓練関係資料集」（Ⅰ）（大正 6 年～昭

和 12 年）が調査研究資料第 30 号として昭和 54 年度

に、「職業訓練関係資料集」（Ⅱ）（昭和 13 年～16

年）が調査研究資料第 36 号として昭和 56 年度に続け

て公刊されている。 

その後、昭和 33 年法律の職業訓練法制定に直接関

わる続編の発行が期待されていたが、書記の調査研究

部から現在の基盤整備センターに至るまでの設置主

体、組織改編等の変更により、残念ながら発行には至

っていなかった。 

職業能力開発総合大学校の名誉教授である田中萬年

氏のその後の継続研究により、昭和 20 年～33 年の期

間における情報収集により、発刊が可能となった。 

そこで、この調査研究資料を読み解くにあたって、

基本となる知識の整理が必要となったが、調査研究資

料 No.2 の「昭和 33 年職業訓練法の成立」という卒業

論文が役に立つと思料されたので、紹介したい。 

 

II 昭和 33 年職業訓練法の成立過程 

１ 時代区分について 

この調査研究報告書では、昭和 33 年職業訓練法の

成立過程を次の 4 区分で提示している。 

第 1 に、戦前における技能者養成の問題として、職

工教育の発端から説明している。わが国における職工

教育が法文化された明治 13 年の改正教育令からスタ

ートさせている。 

この事例として、東京職工学校と徒弟学校を事例と

してあげている。現在の東京工業大学や、東京工業大

学付属高校の変遷が提示されている。 

文教政策上の技能者養成の試みという点で初期の職

業訓練を確認する上で参考になると思われる。 

第 2 に、昭和 20 年のポスダム宣言による終戦後の

要約 
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技能者養成について職業訓練制度の発足がまとめられ

ている。特にＧＨＱによる占領政策が展開され、ＧＨ

Ｑによる日本の非軍事化・民主化が強力に進められ、

財閥解体、労働改革、農地改革、教育改革等が行われ

る中で職業訓練が発足したことがわかる。 

 第 3 は、昭和 25 年の朝鮮動乱により、産業復興と

職業訓練が技能者養成と職業補導の連携という形で標

ぼうされたことである。これは、職業訓練制度の質的

転換ともいえるものである。 

 第 4 は、昭和 30 年以降の職業訓練法制定への要請

として、各種団体による要望がだされたことにある。

これが昭和 32 年 8 月には、総合的職業訓練制度の確

立について調査審議するため、労働省に臨時職業訓練

制度審議会が設けられることにつながる。そして同年

12 月に、この審議会で「職業訓練制度の確立に関す

る答申」が行われ、労働省から「職業訓練法案」とし

て昭和 33 年 2 月の第 28 回通常国会に提出されること

となった。 

 この４区分を押さえておくことにより、戦後の職業

訓練関係資料集を読み解く参考になると思われる。 

２ 戦前・戦後の職業訓練史について 

 山見氏は、この卒業論文の付表として、戦前の職業

訓練史と戦後の職業訓練史の２表を添付資料として作

成している。 

 Ⅰ表として、戦前の職業訓練史を、一般事項と職工

教育関連事項に分けて記載している。 

 Ⅱ表として、戦後の職業訓練史を、教育・社会・政

治・経済史と職業訓練史（行政機関変遷、技能者養成、

職業補導）に分けて記載している。 

 ここに、戦前の職業訓練を職工教育として、戦後の

職業訓練を技能者養成として区分していることが伺え

る。 

 調査研究資料ⅠとⅡは戦前篇、調査研究資料Ⅳは戦

後編として活用できるので、戦前の職工教育（職業教

育）と戦後の技能者養成（職業能力開発）としてとら

えると興味深い。 

 

III 職工教育と技能者養成 

１ 職業教育と職業能力開発 

 ここで、議論を深める参考として、Chat GPT を用

いて、職業教育と職業能力開発の相違点を確認した

い。 

【職業教育】 

定義：職場で必要な知識・技能、態度を習得するプロ

セス 

対象：職業に就く前の者（教育） 

目的：職場で必要とされるスキルや知識を習得し、実

践できるようにすること 

方法：学校やカレッジ、専門機関、トレーニングセン

ターなど 

特徴：初めて職に就くためのスキル習得 

資格：必要な資格、認定（資格取得） 

【職業能力開発】 

定義：個人が職場で必要な能力を獲得し、職務遂行す

ること 

対象：既に職業に就いている人々（自己啓発） 

目的：就業者の技能を向上させること 

方法：工場や企業のトレーニングセンター、リテイル

業界 

特徴：キャリア構築、継続的教育 

資格：資格、認定は必要としない 

 ここでは、職業教育と職業能力開発の違いを際立た

せることにとどめ、職工教育と技能者養成を考える際

の参考としたい。 

２ 昭和 33 年職業訓練法の性格 

 山見氏は昭和 33 年法の性格を次の 3 つに問題点と

して整理している。 

 第一は、技能者養成が文教政策の対象からはずさ

れ、労働行政の一環として位置づけられたこと 

 第二は、基幹産業中心の中小企業の技能者養成をめ

ざしながら、中小企業そのものの顕在化された要望に

そって出来たものでないこと 

 第三は、労働者の要望が顕在化しないうちに法制定

が急がれたことである 

 としている。 

 

IV おわりに 

 最後に、今後の課題提起として、学校教育とのかか

わりと、中小企業の要望を具体的にとらえることと職

業訓練を受ける人々の要望を明確にとらえることをあ

げている。そのための根源的な原因究明が、今回発刊

予定の「戦後の職業訓練関係資料集」（Ⅳ）（昭和 20

年～昭和 33 年）に期待される。調査研究資料集 No.2

とあわせて読み進めていただくことをお勧めしたい。 

参考文献 

[1] 山見豊：「昭和 33 年書言う業訓練法の成立過程」,職業

訓練大学校調査研究部調査研究資料 No.2,1972 

[2] 佐々木輝雄,田中萬年：「職業訓練関係資料集」（Ⅰ）（大

正 6 年～昭和 12 年）,職業訓練研究センター,1979 

[3] 佐々木輝雄,田中萬年：「職業訓練関係資料集」（Ⅱ）（昭

和 13 年～昭和 16 年）,職業訓練研究センター,1982
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「昭和33年職業訓練法の
成⽴過程」の紹介
―職業訓練⼤学校調査研究部

調査研究資料No.2よりー

職業能力開発総合大学校
基盤整備センター 企画調整部

砂田 栄光

【ﾄﾋﾟｯｸ①︓東⼯⼤＞科学⼤へ】
2024年
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【ﾄｯﾋﾟｯｸ②︓付属⾼校も移転】
2026年

【ﾄｯﾋﾟｯｸ③︓2030年に複合施設】
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【ﾄﾋﾟｯｸ④Chat GPT ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ?!】
●⼯⼤学⻑に１０年後の職業教育は︖

・ＡI、ロボット⼯学、データサイエンス
（スキルアップ）

・職種の幅広さと多様性（スキルアップ）
・産業と⼤学の連携（実践職業教育）
・終⾝学習、継続的キャリアアップ
・グローバル化、異⽂化交流、多⾔語教育

⽬次
Ⅰ はじめに
Ⅱ 昭和33年職業訓練法の成⽴

時代区分・戦前／戦後史
Ⅲ 職⼯教育と技能者養成

職業教育と職業能⼒開発
Ⅳ おわりに

5

6
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Ⅰ はじめに
• 「職業訓練関係資料集」（Ⅰ）（⼤正6年〜昭和12年）

調査研究資料No.30 1979年
• 「職業訓練関係資料集」（Ⅱ）（昭和13年〜昭和20年）

調査研究資料No.36 1981年
• 「職業訓練関係資料集」（Ⅳ）（昭和20年〜昭和33年）

調査研究資料No.140︖ 2023年︖

職業訓練⼤学校 調査研究部
調査研究資料No.2 1972年

「昭和33年職業訓練法の成⽴過程」

Ⅰ はじめに

7

8
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Ⅱ 昭和33年職業訓練法
の成⽴過程

１ 時代区分について

２ 戦前・戦後の職業訓練史について

Ⅱ-１ 時代区分について

① 明治33年〜職⼯教育

② 昭和20年〜ＧＨＱによる労働改⾰

③ 昭和25年〜産業復興と技能者養成

④ 昭和30年〜職業訓練法制定への要請

9
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Ⅱ-２ 戦前・戦後の職業訓練史

「戦前史と戦後史」

戦前史︓⼀般事項と職⼯教育関連事項

戦後史︓教育・社会・政治経済史と
職業訓練史

（⾏政機関、技能者養成、職業補導）

Ⅱ-２ 戦前の職業訓練史
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Ⅱ-２ 戦後の職業訓練史

Ⅲ 職⼯教育と技能者養成

１ 職業教育と職業能⼒開発

２ 昭和33年職業訓練法の性格

13
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Ⅲｰ１ 職業教育と職業能⼒開発

【職業教育】（【Chat GPT による要約】

• 定義︓職場で必要な知識・技能、態度を習得するプロセス
• 対象︓職業に就く前の者（教育）
• ⽬的︓職場で必要とされるスキルや知識を習得し、実践できる

ようにすること
• ⽅法︓学校やカレッジ、専⾨機関、トレーニングセンターなど
• 特徴︓初めて職に就くためのスキル習得
• 資格︓必要な資格、認定（資格取得）

Ⅲｰ１ 職業教育と職業能⼒開発

【職業能⼒開発】【Chat GPT による要約】

• 定義︓個⼈が職場で必要な能⼒を獲得し、職務遂⾏すること
• 対象︓既に職業に就いている⼈々（⾃⼰啓発）
• ⽬的︓就業者の技能を向上させること
• ⽅法︓⼯場や企業のトレーニングセンター、リテイル業界
• 特徴︓キャリア構築、継続的教育
• 資格︓資格、認定は必要としない
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Ⅲｰ2 昭和33法職業訓練法の性格

第⼀は、技能者養成が⽂教政策の対象からはずさ
れ、労働⾏政の⼀環として位置づけられたこと

第⼆は、基幹産業中⼼の中⼩企業の技能者養成を
めざしながら、中⼩企業そのものの顕在化された
要望にそって出来たものでないこと

第三は、労働者の要望が顕在化しないうちに法制
定が急がれたことである

Ⅳ おわりに

今後の課題提起
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Ⅳ 今後の課題提起

•学校教育とのかかわり

•中⼩企業の要望の具体化

•職業訓練受講者の要望の把握

→「もう⼀つの世界」への期待
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【付録①︓東京の国公⽴⼤学】

【付録②︓国公⽴⼤の⽳場?!】
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【付録③︓⼩川駅⻄⼝再開発】
2026年

【付録④︓京都先端科学⼤学】
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